【財務省要請】

　2010年11月10日15時30分から、財務省要請を行った。自治労からは、加藤副委員長、石上総合政治政策局長、南部政策局長、太田政治局長、島添社会保障局長が参加した。総務省は、吉田泉政務官が対応した。

　冒頭、加藤副委員長が「2011年度予算編成については、地方財政の充実、地方分権に対応した税財政制度の抜本改革をお願いしたい。2010年度予算において地方交付税が1.1兆円増額されたが、人口減少や段階補正などによる減額が危惧される。地方は人件費削減等の努力を積み重ねてきている。これ以上地方が負担を負わないよう、地方交付税の総額確保を強く要請する。また、一括交付金化にあたっては、当面は補助金総額を維持するとともに、社会保障・義務教育関係は対象から除外するようお願いしたい。」と述べ、「2011年度政府予算編成に関する要請書」を提出した。

　これに対し、吉田政務官は、「地方交付税については、総額を保障する方向で調整しているとこだ。次年度の予算編成にあたっては、6月に閣議決定した財政運営戦略の中期財政フレームにも示しているとおり、地方に負担を転嫁しないよう最大限努力していきたい。一括交付金化については予算編成のスケジュールから11月中には一定の方向性を示さなければならず、議論を行っているところである。皆さんのご意見を踏まえた上で検討を進めたい。」と回答した。

　続いて石上総合局長から「一括交付金化の検討にあたっては、その役割を明確化するとともに、事務手続きについても縮小されるようお願いしたい。」と要請した。

　これに対し、吉田政務官は、「地方交付税交付金と一括交付金が結局同じ形になってしまっては意味がないと考えている。地方交付税、一括交付金、補助金のそれぞれの役割を明確にしなくてはならない。」と回答した。

　最後に自治労側から、「社会保障費の自然増分の予算をどう確保するかも問題となる。予算編成の際には十分な配慮をお願いしたい。」と要請し、吉田政務官から「中期財政フレームの枠を変えることはできないが、その中でできる限りの努力をしたい。これからも地方の現場のご意見をいただきたい。」と回答をうけ、要請を終了した。
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2011年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、世界同時不況に端を発した経済状況が深刻の度を増すなかで、雇用確保や福祉施策の充実など、自治体が果たす役割はますます重要となっています。また、公共サービス基本法制定をうけ、公共サービスの機能強化が求められています。

　政府は６月に「財政運営戦略」を決定し、中期財政フレームに基づき、一般歳出については2010年度を上回らないとしていますが、地域経済と雇用対策の活性化が緊急課題となるなかで、福祉・社会保障分野におけるセーフティネットの確立、農林水産業の振興、自然エネルギーの普及など、地域での雇用創出が期待できる政策分野の強化が求められており、同時に地方財政計画・地方交付税の充実・強化が必要となっています。

　こうした観点から、2011年度政府予算編成においては、直面する経済・雇用危機に自治体が安心して取り組めるよう、福祉、医療、環境など生活に直結する分野について、地方全体予算の拡大、重点配分がはかられるよう強く要請します。

（◎が重点課題）

記

1.　経済・雇用危機に対応する地方財政の充実

◎(１)　国税・地方税の減収が見込まれることから、地方財源不足に対する財源確保にむけて、地方交付税法定率の引き上げを行い、2010年度予算と同様、地方交付税総額を確保すること。また、政府の「財政運営戦略」の「中期財政フレーム」を理由として、法定分の地方交付税や住民生活に直結する社会保障経費についての恒久的な歳出削減を行わないこと。

　(２)　経済・雇用危機への対応を強化するため、2001年以降、約6.8兆円削減されてきた地方財政計画の水準を復元し、2010年度予算と同規模水準を確保すること。とくに、雇用対策、福祉・医療などセーフティネットの構築、農林業振興策など、急増する自治体の一般行政経費を地方財政計画・地方交付税に的確に反映すること。

　(３)　深刻化する地域の雇用情勢を踏まえ、雇用対策にかかる地方財源の充実をはかること。とくに、2010年度に創設された「地域活性化・雇用等臨時特例費」、2008年度に創設された「地方再生対策費」などの雇用関連交付金に相当する規模の財源を地方財政計画の一般行政経費に取り入れること。また、2010年に創設された「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」を恒常的に交付税算定に取り入れること。

　(４)　国が地方を通じて行わせる景気対策としての投資事業を実施する場合は、地方が抱える地方債残高、将来の元利償還金などを踏まえ、地方負担を増加させないよう十分な財政措置を行うこと。

　(５)　三位一体改革以降、2,000億円程度減額された人口10万人未満市町村に対する段階補正と条件不利地域の市町村に対する人口急減補正を完全に復元すること。

　(６)　子ども手当の費用について、地方負担が生じることのないよう、国と地方の協議の場において関係者と十分協議を行うこと。また、交付に関する人件費・事務費については、地方負担増とならないよう措置を講じること。

　(７)　一括交付金化にあたっては、社会保障・義務教育関係は対象から除外すること。また、一括交付金化しても当面は補助金総額を維持し、国負担（補助金）・地方負担合わせて、地方財政計画で財源を保障すること。

2.　地方分権に対応した税財政制度の抜本改革

◎(１)　国と地方の事務と責任に見合うよう国：地方の税収割合を当面５：５とし、税制改革の際には、地域偏在性の少ない地方消費税等を充実し、税源移譲を進めること。また、国直轄事業負担金の段階的な廃止が地財計画規模や地方交付税の縮小に結びつくことのないよう、財源保障の水準を維持すること。

　(２)　所得税の累進度の強化、地方消費税の充実、金融資産課税の強化など、公共サービス充実、地方分権推進、所得再分配機能の強化の観点から税制の抜本改革を進めること。

　(３)　自動車関係諸税の暫定税率が廃止される際には、また、自動車関係諸税の整理・統合にともなう地方減収分については、適切な補填措置を講ずること。

3.　地方公務員の総人件費抑制政策の見直し

◎(１)　地方自治体における行政サービス水準の向上と人的資源の確保のため、旧政権の地方公務員の総人件費（定員・給与）抑制政策を転換すること。転換にあたっては臨時・非常勤等職員の人件費の考え方を明らかにすること。

　(２)　技能労務職員と企業職員の給与について、憲法・法律で保障された労使交渉で決定する権利を尊重し、民間給与との単純比較に基づく抑制を行わないこと。

　(３)　人件費にかかる特別交付税の削減を行わないこと。

4.　社会保障政策の拡充

　(１)　高齢者福祉、児童福祉、障害者福祉、公的扶助、地域保健、地域医療などの福祉医療関係予算の確保にむけて、高齢化や子育て支援、生活保護受給者の急増など、需要の拡大に応じた自然増の確保と、給付の改善や職員の処遇改善にむけた予算の確保を行うこと。

　(２)　子育て支援、障害者福祉、高齢者福祉などの地方自治体の社会福祉関係施策の充実、増加する生活保護率への対処のため、地方交付税の総枠の増額と福祉・保健・医療関係の単位費用の改善を行い、予算の確保を行うこと。

　(３)　年金や医療、介護保険などの各社会保険財政の強化と安定的な給付、社会保険の所得再分配機能を強化するため、各社会保険に対する公費負担を確保すること。

　(４)　地域医療の崩壊を防ぎ、誰もがどこでも良い医療を受けられる体制づくりのため、公立病院に対する地方交付税の財政措置の拡大や医師・看護師の確保対策を充実すること。

　

5.　環境政策の推進

　(１)　低炭素社会の実現と将来の雇用創出をはかるため、自然エネルギーの普及支援など、「グリーン・ジョブ」の推進に関する予算措置を拡大すること。また、自治体の環境行政の推進のための予算措置の確保を行うこと。

　(２)　持続可能な社会実現のため、環境税制を検討すること。ついては、地球温暖化対策を促進する税制を基本に、既存税制との整合性、税の使途等を明確化し、国民的な議論のもと検討を進めること。

　(３)　廃棄物処理法改正によるごみの不法投棄対策と罰則規程強化の実効性を確保するため、自治体における不法投棄監視要員の確保などの財源を拡充すること。

　(４)　地域に存在する水資源は公共財であることを定め、健全な水循環系を構築するために、過度な商品化を抑制し、流域を単位とした統合的な水管理をめざす「水基本法」を制定すること。また、広域連合制度を活用した「流域総合管理機構」（仮称）の創設にむけ、調査・研究の財政支援措置を講じること。

　(５)　地域の環境条件を活かした太陽光や風力、バイオマスなどの新エネルギーや燃料電池など再生可能エネルギーの普及にかかる財政支援措置を拡充すること。

6.　消費者行政の推進

　(１)　消費者庁関連法案の成立を受け、附帯決議に盛り込まれた消費生活相談員の処遇改善など、自治体の消費者行政充実にむけ、さらに地方財政措置の拡充をはかること。

＜以下、自治労評議会、協議会等の要請＞

7.　都区政令市共闘会議教育部会・学校事務協議会

　(１)　公教育の無償化について

　　　①　義務制諸学校において給食費、教材費等の公費負担を実現すること。

　　　②　高校の給付型奨学金の拡充を行うこと。

　(２)　教職員人件費について

　　　①　義務教育費国庫負担制度の検討にあたっては、税財源の移行措置をともなわない廃止・縮減は、単なる地方転嫁につながるため、絶対に行わないこと。

　　　②　また、これら検討については、教職員全体での検討を前提とし、学校事務職員のみの人件費一般財源化等を先行しないこと。

　(３)　学校事務職員の定数配置について

　　　①　都道府県立学校事務職員の定数算定にあたっては、経済的支援事務の拡充等のため、定数基準を最低３人とし、事務長を含む正規職員で賄えるよう措置すること。

　　　②　義務制学校事務職員の定数改善にあたっては、就学困難な児童生徒にかかる加配を重点的に改善すること。とくに、自治体における準要保護児童の認定時期を考慮した加配措置が行われるよう配慮すること。

　　　　　また、大規模校への複数配置基準を改善すること。

以　　上　　

